
工 業 用 水 道 事 業 特 別 会 計



議案第　１４　号

（総　則）

第１条　令和８年度国東市工業用水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

⑴ 給水事業所数 ３ 社

⑵ 年間総給水量 ３５７,７００ ㎥

⑶ 一日平均給水量 ９８０ ㎥

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　入

　第１款　工水事業収益 ２６,０９５ 千円

　　第１項　営業収益 ２４,０７７ 千円

　　第２項　営業外収益 ２,０１８ 千円

支 出

　第１款　工水事業費用 ２６,０９５ 千円

　　第１項　営業費用 ２３,５８５ 千円

　　第２項　営業外費用 ２,０１０ 千円

　　第３項　予備費 ５００ 千円

令和８年度　国東市工業用水道事業特別会計予算
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（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額６，７００千円

　は過年度分損益勘定留保資金６，５３０千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１５４千円で補てんするもの

　とする。）。

　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　入

　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　出

　第１款　資本的支出 ６,７００ 千円

　　第１項　建設改良費 １,７００ 千円

　　第２項　予備費 ５,０００ 千円

（一時借入金）

第５条　一時借入金の限度額は、５０，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第６条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり定める。

 ⑴　営業費用と営業外費用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第７条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額

　に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

 ⑴　職員給与費 ６,６６７ 千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和８年　２月１７日　　提　　出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国東市長　　松　井　督　治

な　　し
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予算に関する説明書

１ 令和８年度　国東市工業用水道事業特別会計予算実施計画 ・・・・・・・・・・・・・・ ３ 頁

２ 令和８年度　国東市工業用水道事業特別会計予定キャッシュ・フロー計算書 ・・・・・・ ５ 頁

３ 給与費明細書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６ 頁

４ 令和８年度　国東市工業用水道事業特別会計予定貸借対照表 ・・・・・・・・・・・・・ １０ 頁

５ 令和７年度　国東市工業用水道事業特別会計予定損益計算書 ・・・・・・・・・・・・・ １３ 頁

６ 令和７年度　国東市工業用水道事業特別会計予定貸借対照表 ・・・・・・・・・・・・・ １４ 頁

７ 注記 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １７ 頁

参考資料

１ 令和８年度　国東市工業用水道事業特別会計予算実施計画明細書 ・・・・・・・・・・・ １９ 頁



(単位：千円)
予定額 備　考

1 工水事業収益 26,095
1 営業収益 24,077

1 給水収益 24,077
2 営業外収益 2,018

1 受取利息及び配当金 604
5 長期前受金戻入 1,413
6 雑収益 1

(単位：千円)
予定額 備　考

1 工水事業費用 26,095
1 営業費用 23,585

1 取水及び送水費 5,852
2 配水及び給水費 1,100
3 総係費 10,653
4 減価償却費 5,809
5 資産減耗費 160
6 その他営業費用 11

2 営業外費用 2,010
2 消費税及び地方消費税 2,000
3 雑支出 10

3 予備費 500
1 予備費 500

令和８年度　国東市工業用水道事業特別会計予算実施計画
収益的収入及び支出
収　　　入

款 項 目

支 出

款 項 目
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な し (単位：千円)

(単位：千円)
予定額 備　考

1 資本的支出 6,700
1 建設改良費 1,700

2 施設改良費 1,700
2 予備費 5,000

1 予備費 5,000

収　　　入
資本的収入及び支出

支 出

款 項 目
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(単位：千円)

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 1,309

減価償却費 5,809

固定資産除却費 160

賞与引当金の増減額（△は減少） 6

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 4

長期前受金戻入額 △ 1,413

受取利息及び受取配当金 △ 604

未収金の増減額（△は増加） 0

未払金の増減額（△は減少） 0

小計 5,271

利息及び配当金の受取額 604

業務活動によるキャッシュ・フロー 5,875

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 1,545

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,545

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー 0

資金増加額（又は減少額） 4,330

資金期首残高 73,682

資金期末残高 78,012

令和８年度　国東市工業用水道事業特別会計予定キャッシュ・フロー計算書　(間接法)

(令和8年4月1日から令和9年3月31日まで)
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１　総括

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当
(人) (人) (千円) (千円) (千円)

2

2

法定福利費等については、退職手当組合負担金を含む
(　　　)内は、短時間勤務職員について外書

区 分
扶養手当

(千円)
住居手当

(千円)
通勤手当

(千円)
 時間外勤務
 手当 (千円)

児童手当
(千円)

管理職手当
(千円)

期末勤勉手当
(千円)

宿日直手当
(千円)

管理職員特別
勤務手当(千円)

特殊勤務手当
(千円)

本年度 13 63 113 400 70 1,084 20
前年度 18 63 109 400 70 959 20

比　較 △ 5 4 125

区 分
休日勤務手当

(千円)
夜間勤務手当

(千円)
単身赴任手当

(千円)
地域手当

(千円)
本年度
前年度

比　較

給　与　費　明　細　書

区　分
職　員　数 給　与　費

法定福利費等 合　計
計

(千円) (千円) (千円)

6,667

前年度 2,991 1,639 4,630 1,552 6,182

本年度 3,261 1,763 5,024 1,643

485

手当の
内　訳

比　較 270 124 394 91
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２　給料及び手当の増減額の明細

270

124

３　給料及び手当の状況

　(1) 職員１人当り給与

　(2) 初任給

高　校　卒

大　学　卒

区　分
増減額 増減事由別内訳

説　明 備　考
(千円) (千円)

手　当 124
制度改正に伴う増減分 ・昇給等124

そ の 他 の 増 減 分

給　料 270
給与改定に伴う増減分
昇 給 に 伴 う 増 加 分 ・昇給等270
そ の 他 の 増 減 分

区　分 一般事務職 技能労務職

令和8年1月1日現在
　平均給料月額　(円) 227,200
  平均給与月額　(円) 240,200
  平 均 年 齢   (歳) 21.7

令和7年1月1日現在

  平均給料月額　(円) 179,100
  平均給与月額　(円) 192,100

  平 均 年 齢   (歳) 20.7

区　分 一般事務職(円) 技能労務職(円)
一般会計の制度

一般行政職(円) 技能労務職(円)
208,400 208,400 208,400 208,400

238,700 238,700
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　(3) 級別職員数        

級 級
７  級 (0) (0)
６  級 (0) (0) ６  級 (0) (0)
５  級 (0) (0) ５  級 (0) (0)
４  級 (0) (0) ４  級 (0) (0)
３  級 (0) (0) ３  級 (0) (0)
２  級 (0) (0) ２  級 (0) (0)
１  級 1 (0) 100.0 (0) １  級 (0) (0)
計 1 (0) 100.0 (0) 計 (0) (0)

７  級 (0) (0)
６  級 (0) (0) ６  級 (0) (0)
５  級 (0) (0) ５  級 (0) (0)
４  級 (0) (0) ４  級 (0) (0)
３  級 (0) (0) ３  級 (0) (0)
２  級 (0) (0) ２  級 (0) (0)
１  級 1 (0) 100.0 (0) １  級 (0) (0)

計 1 (0) 100.0 (0) 計 (0) (0)
(　　)内は、再任用短時間勤務職員で外数

　(級別の基準となる職務)
区　分 職務の級

１ 級
２ 級
３ 級
４ 級
５ 級
６ 級
７ 級

　(4) 昇給

区　分
一般事務職 技能労務職

職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％)

主幹の職務
課長、参事又は課長補佐の職務
困難な業務を行う課長又は参事の職務

区　分 合　計 一般事務職 技能労務職

令和８年１月１日現在

令和７年１月１日現在

職　務

一般事務職

主事の職務
主任の職務
主査の職務
副主幹又は係長の職務

４号給(人) 1 1
６号給(人)

２号給(人)
３号給(人)

比　率　(Ｂ)／(Ａ)　(％) 50.0 50.0

前年度

職　　員　　数　(Ａ)(人) 2 2
昇給に係る職員数(Ｂ)(人)

本年度

職　　員　　数　(Ａ)(人) 2 2
昇給に係る職員数(Ｂ)(人) 1 1

号給数別内訳

1 1

号給数別内訳

２号給(人)
３号給(人)

比　率　(Ｂ)／(Ａ)　(％) 50.0 50.0

４号給(人) 1 1
６号給(人)
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　(5) 特殊勤務手当       

　(6) 期末手当・勤勉手当

(　)内は、再任用職員の標準的な支給率

　(7) 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区 分
退職時
特別昇給

備  考

支給率等 無 R8.1.1現在

一般会計の制度
(支給率等)

同　上 同　上

　(8) その他の手当

区  分 全職種 一般事務職 技能労務職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 ( ％ )

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

区  分
支給期別支給率 支給率計

支 給 対 象 職 員 の 比 率 ( ％ )
( 令 和 8 年 1 月 1 日 現 在 )

支給対象職員１人当たり平均支給月額(円)

(1.225) (1.225) (2.450)

前年度
2.300 2.300 4.600

職制上の段階、職務の級等による加算措置 備  考
６月(月分) １２月(月分) (月分)

本年度
2.325 2.325 4.650

有

(1.225) (2.450)

２０年勤続の者(月分) ２５年勤続の者(月分) ３５年勤続の者(月分) 最高限度(月分)

有
(1.200) (1.200) (2.400)

一般会計の制度
2.325 2.325 4.650

有
(1.225)

同　上 同　上 同　上 同　上 同　上

区　分 一般会計の制度との異同 差異の内容

そ の 他 の加算措置等

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職者特例措置

(２～４５％加算)

住　居　手　当 同

通　勤　手　当 同

扶　養　手　当 同

地　域　手　当 同
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(単位：千円)

１
(1)

イ 11,216
ロ 3,205

△ 2,907 298
ハ 140,974

△ 107,279 33,695
ニ 122,797

△ 96,212 26,585
ホ 25,812

△ 23,622 2,190
ヘ 885

△ 478 407
ト 569

△ 549 20
74,411

(2)
イ 12

12
(3)

イ 120,000
120,000

194,423

２
(1) 78,012
(2) 2,002

80,014
274,437

減 価 償 却 累 計 額

令和８年度　国東市工業用水道事業特別会計予定貸借対照表
(令和9年3月31日)

資　産　の　部

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

土 地
建 物
減 価 償 却 累 計 額
構 築 物
減 価 償 却 累 計 額
機 械 及 び 装 置

長 期 運 用 委 託 金

そ の 他 構 築 物
減 価 償 却 累 計 額
車 輌 及 び 運 搬 具
減 価 償 却 累 計 額
工 具 、 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計
無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権
無 形 固 定 資 産 合 計
投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計
固 定 資 産 合 計

流 動 資 産
現 金 預 金
未 収 金
流 動 資 産 合 計
資 産 合 計
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(単位：千円)

３
(1)

イ 9,970
ロ 0

9,970
9,970

４
(1) 725
(2) 0
(3)

イ 0
ロ 353
ハ 75

428
(4) 0

1,153

５
(1) 79,354
(2) △ 59,211

20,143
31,266

引 当 金 合 計
退 職 給 与 引 当 金

負　債　の　部

固 定 負 債
引 当 金

修 繕 引 当 金

繰 延 収 益

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債
未 払 金
前 受 金
引 当 金

修 繕 引 当 金
賞 与 引 当 金
法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計
そ の 他 流 動 負 債
流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計
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(単位：千円)

６
(1) 108,697
(2)

イ 企 業 債 0
0

108,697
７

(1)
イ 0
ロ 4,836

4,836
(2)

イ 0
ロ 23,710
ハ 50,118
ニ 55,810

129,638
134,474
243,171
274,437

資 本 剰 余 金

資　本　の　部

資 本 金
自 己 資 本 金
借 入 資 本 金

借入資本金合計合計
資 本 金 合 計

剰 余 金

負 債 資 本 合 計

再 評 価 積 立 金
受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金
利 益 積 立 金
建 設 改 良 積 立 金
当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計
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(消費税抜き)(単位：千円)
１

(1) 21,443
(2) 0
(3) 0 21,443

２
(1) 5,320
(2) 1,000
(3) 8,956
(4) 5,727
(5) 161
(6) 10 21,174

269

３
(1) 204
(2) 1,413
(3) 1 1,618

４
(1) 0
(3) 10 10 1,608

1,877

1,877
52,624
54,501

そ の 他 営 業 収 益

令和７年度　国東市工業用水道事業特別会計予定損益計算書
(令和7年4月1日から令和8年3月31日まで)

営 業 収 益
給 水 収 益
受 託 工 事 収 益

雑 収 益

営 業 費 用
取 水 及 び 送 水 費
配 水 及 び 給 水 費
総 係 費
減 価 償 却 費
資 産 減 耗 費
そ の 他 営 業 費 用

営 業 利 益

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金
長 期 前 受 金 戻 入

営 業 外 費 用
支 払 利 息
雑 支 出

経 常 利 益

当 年 度 純 利 益
前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
当 年 度 未 処 理 分 利 益 剰 余 金
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(単位：千円)

１
(1)

イ 11,216
ロ 3,206

△ 2,836 370
ハ 140,975

△ 104,501 36,474
ニ 122,002

△ 94,060 27,942
ホ 25,813

△ 23,593 2,220
ヘ 885

△ 319 566
ト 570

△ 534 36
78,824

(2)
イ 23

23
(3)

イ 120,000
120,000

198,847

２
(1) 73,682
(2) 2,002

75,684
274,531資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計
無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権
無 形 固 定 資 産 合 計
投 資 そ の 他 の 資 産

長 期 運 用 委 託 金
投 資 そ の 他 の 資 産 合 計
固 定 資 産 合 計

流 動 資 産
現 金 預 金
未 収 金

減 価 償 却 累 計 額

建 物
減 価 償 却 累 計 額
構 築 物
減 価 償 却 累 計 額
機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額
そ の 他 構 築 物
減 価 償 却 累 計 額
車 輌 及 び 運 搬 具
減 価 償 却 累 計 額
工 具 、 器 具 及 び 備 品

土 地

令和７年度　国東市工業用水道事業特別会計予定貸借対照表
(令和8年3月31日)

資　産　の　部

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
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(単位：千円)

３
(1)

イ 9,970
ロ 0

9,970
9,970

４
(1) 725
(2) 0
(3)

イ 0
ロ 347
ハ 71

418
(4) 0

1,143

５
(1) 79,354
(2) △ 57,798

21,556
32,669

修 繕 引 当 金
賞 与 引 当 金
法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計
そ の 他 流 動 負 債
流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

引 当 金

負　債　の　部

固 定 負 債
引 当 金

修 繕 引 当 金
退 職 給 与 引 当 金

引 当 金 合 計
固 定 負 債 合 計

流 動 負 債
未 払 金
前 受 金
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(単位：千円)

６
(1) 108,697
(2)

イ 企 業 債 0
0

108,697
７

(1)
イ 0
ロ 4,836

4,836
(2)

イ 0
ロ 23,710
ハ 50,118
ニ 54,501

128,329
133,165
241,862
274,531負 債 資 本 合 計

利 益 積 立 金
建 設 改 良 積 立 金
当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計

減 債 積 立 金

資 本 金
自 己 資 本 金
借 入 資 本 金

借入資本金合計合計
資 本 金 合 計

剰 余 金
資 本 剰 余 金

再 評 価 積 立 金
受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

資　本　の　部
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　注記

Ⅰ　重要な会計方針

　平成26年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

１　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

・減価償却の方法は定額法による。

・主な耐用年数

建物 ４０年

構築物 ２５年～４０年

機械及び装置 ８年～１５年

(2) 無形固定資産(リース資産を除く。)

・減価償却の方法は定額法による。

２　引当金の計上方法

(1) 退職給付引当金

工業用水道事業特別会計は、大分県退職手当組合に対し毎事業年度一定の負担金のみを負担している。積立金の不足等

   による追加的な費用負担が発生した場合は、一般会計が全額負担することとしたため退職給付引当金は計上していない。

- 17 -
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(2) 賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を

   計上している。

(3) 法定福利費引当金

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の

   負担に属する額を計上している。

３　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　予定貸借対照表等に関する注記

１　みなし償却制度の廃止に伴う移行処理について

平成26年3月31日において、償却資産の取得又は改良に充てるための補助金で現に資本剰余金として整理している額に

　　ついては、長期前受金として負債（繰延収益）に計上した上で、減価償却見合い分を順次収益化する。

- 18 -
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収益的収入及び支出
収　　入

(単位：千円)

金　額
1 26,095 25,205 890

1 営業収益 24,077 23,587 490
1 給水収益 24,077 23,587 490 1 工水料金 21,637

2 量水器使用料 252
3 仮受消費税 2,188

2 営業外収益 2,018 1,618 400
1 受取利息及び配
当金

604 204 400 1 預金利息 604

5 長期前受金戻入 1,413 1,413 0 1 受贈財産評価額 1,413
6 雑収益 1 1 0 1 その他雑収益 1

支　　出
(単位：千円)

金　額
1 26,095 25,205 890

1 営業費用 23,585 21,835 1,750
1 取水及び送水費 5,852 5,852 0 15 修繕費 1,100

30 動力費 4,752
2 配水及び給水費 1,100 1,100 0 15 修繕費 1,100
3 総係費 10,653 8,941 1,712 2 給料 3,261

3 手当等 1,410 扶養手当 13
通勤手当 113
時間外勤務手当 400
期末勤勉手当 731
住居手当 63
管理職手当 70
管理職員特別勤務手当 20

4 賞与引当金繰入
額

353

5 法定福利費 866 共済負担金 866
6 法定福利費引当
金繰入額

75

工水事業
費用

説　明
区　分

比較

工水事業
収益

款　　項 目
節

本年度 前年度

令和８年度　国東市工業用水道事業特別会計予算実施計画明細書

款　　項 目 本年度 前年度 比較
節

説　明
区　分
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(単位：千円)

金　額
7 退職手当組合負
担金

702 退職手当組合負担金 702

10 旅費 30 県内 10
県外 20

11 備消品費 20
12 燃料費 132
13 印刷製本費 5
14 光熱水費 357
15 修繕費 110
18 被服費 13
19 通信運搬費 621
20 手数料 266
21 保険料 56
22 委託料 2,216 水質検査 774

会計システム導入費用 1,442
23 賃借料 44
24 公課費 4
25 負担金 112 工水協会負担金 90

その他負担金 22
4 減価償却費 5,809 5,931 △ 122 1 有形固定資産 5,797 建物減価償却費 72

減価償却費 構築物減価償却費 2,778
機械及び装置減価償却費 2,744
その他構築物 29
車両及び運搬具 159
工具、器具及び備品減価償
却費

15

2 無形固定資産 12
減価償却費

5 資産減耗費 160 0 160 160
6 その他営業費用 11 11 0 1 雑支出 11

2 営業外費用 2,010 2,010 0
2 消費税及び地方
消費税

2,000 2,000 0 1 消費税及び地方
消費税

2,000

3 雑支出 10 10 0 2 その他雑支出 10
4 予備費 500 1,360 △ 860

1 予備費 500 1,360 △ 860 1 予備費 500

節
説　明

区　分
款　　項 目 本年度 前年度 比較
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資本的収入及び支出
収　　入

な　　し
支　　出

(単位：千円)

金　額
1 6,700 5,800 900

1 建設改良費 1,700 800 900
2 施設改良費 1,700 800 900 10 工事請負費 1,700 第２工水キヤノン電磁流量計

更新工事
1,700

2 予備費 5,000 5,000 0
1 予備費 5,000 5,000 0 1 予備費 5,000

説　明
区　分

比較
節

資本的支出

款　　項 目 本年度 前年度
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